
公共工事の中間前金払事務取扱要領(平成24年三好市告示第31号)新旧対照表 

改正前 改正後 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この告示は、三好市公共工事標準請負契約約款に関する規則

(平成18年三好市規則第150号。以下「規則」という。)第29条第4

項に定める中間前金払(以下「中間前金払」という。)の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この告示は、三好市公共工事標準請負契約約款に関する規則

(令和2年三好市規則第25号。以下「規則」という。)第35条第4項に

定める中間前金払(以下「中間前金払」という。)の実施に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

(部分払との併用の禁止) (部分払との併用の禁止) 

第5条 中間前金払と規則第32条に規定する部分払(以下「部分払」と

いう。)の併用は禁止する。ただし、第7条に該当する場合について

は、この限りでない。 

第5条 中間前金払と規則第38条に規定する部分払(以下「部分払」と

いう。)の併用は禁止する。ただし、第7条に該当する場合について

は、この限りでない。 

(中間前金払に係る認定及び請求の方法) (中間前金払に係る認定及び請求の方法) 

第6条 略 第6条 略 

2～9 略 2～9 略 

 10 受注者は前項の規定による保証証書に代えて、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、

当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措

置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証

証書を提出したものとみなす。 

 


